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(57)【要約】
　本発明は、粒子状物質および溶媒を任意の分散剤と共に含む分散体に関する。溶媒は低
誘電率を有し、粒子状物質は高含有レベルで存在する。得られる分散体は、高粒子状物質
含有においてさえも安定であり、低粘度を有することが見出されてきた。これらの分散体
に対する種々の用途もまた開発されている。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　粒子状物質、分散剤、および溶媒を任意の順番で混合することにより調製される分散体
であって、
　ａ）溶媒が≦５０の誘電率を有し、
　ｂ）分散体が≦５０ｃＰの粘度を有する安定な分散体であり、および
　ｃ）粒子状物質が分散体の全体質量に対して≧１０質量％の量で存在すると共に、
　　ｉ）粒子状物質が少なくとも一つの陰性基または陰性化基を結合した顔料を含む改質
顔料であり、分散体が少なくとも一つの陽性基または陽性化基を含むか、
　　ｉｉ）粒子状物質が少なくとも一つの陽性基または陽性化基を結合した顔料を含む改
質顔料であり、分散体が少なくとも一つの陰性基または陰性化基を含むか、または
　　ｉｉｉ）粒子状物質が少なくとも一つの陰性基または陰性化基を結合した顔料を含む
改質顔料であり、分散体が少なくとも一つの陰性基または陰性化基を含む、
分散体。
【請求項２】
　粒子状物質が分散体の全体質量に対して≧２０質量％の量で存在する、請求項１に記載
の分散体。
【請求項３】
　顔料が炭素質顔料または有機着色顔料である、請求項１に記載の分散体。
【請求項４】
　顔料がブルー顔料、ブラック顔料、ブラウン顔料、シアン顔料、グリーン顔料、ホワイ
ト顔料、バイオレット顔料、マゼンタ顔料、レッド顔料、イエロー顔料、オレンジ顔料、
またはそれらの混合物を含む、請求項１に記載の分散体。
【請求項５】
　有機基が少なくとも一つのカルボン酸基、少なくとも一つのスルホン酸基、またはそれ
らの塩を含む、請求項１に記載の分散体。
【請求項６】
　有機基が－Ｃ6Ｈ4－ＣＯＯＨ基、－Ｃ6Ｈ4－ＳＯ3Ｈ基、またはそれらの塩である、請
求項１に記載の分散体。
【請求項７】
　粒子状物質が少なくとも一つの陰性基を結合した顔料を含む改質顔料であり、分散剤が
少なくとも一つの陽性化基を含むと共に、陰性基がカルボン酸塩の基またはスルホン酸塩
の基であり、陽性化基がアミン基である、請求項１に記載の分散体。
【請求項８】
　粒子状物質が少なくとも一つの陽性基を結合した顔料を含む改質顔料であり、分散剤が
少なくとも一つの陰性化基を含むと共に、陽性基が第４級アミン基であり、陰性化基がカ
ルボン酸である、請求項１に記載の分散体。
【請求項９】
　粒子状物質が少なくとも一つの陰性基を結合した顔料を含む改質顔料であり、分散剤が
少なくとも一つの陰性化基を含むと共に、陰性基がカルボン酸塩の基であるか、またはス
ルホン酸塩の基であり、陰性化基がカルボン酸基である、請求項１に記載の分散体。
【請求項１０】
　溶媒がアルコール、エーテル、ケトン、エステル、アミド、スルホキシド、炭化水素、
またはそれらの混和性混合物である、請求項１に記載の分散体。
【請求項１１】
　溶媒が、さらに、≦２０質量％の水を含む、請求項１に記載の分散体。
【請求項１２】
　溶媒がモノマーである、請求項１に記載の分散体。
【請求項１３】
　請求項１に記載の分散体を含む塗料組成物。
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【請求項１４】
　請求項１に記載の分散体を含むインク組成物。
【請求項１５】
　インク組成物が非水性インクジェットインク組成物である請求項１４に記載のインク組
成物。
【請求項１６】
　請求項１に記載の分散体を含むブラックマトリクス組成物。
【請求項１７】
　粒子状物質および溶媒を含む分散体であって、
　ａ）粒子状物質が分散体の全体質量に対して≧２５質量％量で存在し、
　ｂ）溶媒が≦５０の誘電率を有し、および
　ｃ）分散体が≦５０ｃＰの粘度を有する安定な分散体である、
分散体。
【請求項１８】
　粒子状物質が、ブルー顔料、ブラック顔料、ブラウン顔料、シアン顔料、グリーン顔料
、ホワイト顔料、バイオレット顔料、マゼンタ顔料、レッド顔料、イエロー顔料、オレン
ジ顔料、またはそれらの混合物を含む請求項１７に記載の分散体。
【請求項１９】
　粒子状物質が酸化炭素質材料である請求項１７に記載の分散体。
【請求項２０】
　粒子状物質が少なくとも一つの有機基を結合した顔料を含む改質顔料であり、有機基が
少なくとも一つのイオン基、少なくとも一つのイオン化基、またはそれらの混合物を含む
、請求項１７に記載の分散体。
【請求項２１】
　顔料が炭素質顔料または有機着色顔料である、請求項２０に記載の分散体。
【請求項２２】
　顔料が、ブルー顔料、ブラック顔料、ブラウン顔料、シアン顔料、グリーン顔料、ホワ
イト顔料、バイオレット顔料、マゼンタ顔料、レッド顔料、イエロー顔料、オレンジ顔料
、またはそれらの混合物を含む、請求項２０に記載の分散体。
【請求項２３】
　有機基が少なくとも一つのカルボン酸基、少なくとも一つのスルホン酸基、またはそれ
らの塩を含む、請求項２０に記載の分散体。
【請求項２４】
　有機基が－Ｃ6Ｈ4－ＣＯＯＨ基、－Ｃ6Ｈ4－ＳＯ3Ｈ基、またはそれらの塩である、請
求項２０に記載の分散体。
【請求項２５】
　粒子状物質が少なくとも一つの陰性基を結合した顔料を含む改質顔料であり、分散体が
、さらに、少なくとも一つの陽性化官能基を含む分散剤を含む、請求項１７に記載の分散
体。
【請求項２６】
　陰性基がカルボン酸塩の基またはスルホン酸塩の基であり、陽性化基がアミン基である
、請求項２５に記載の分散体。
【請求項２７】
　粒子状物質が少なくとも一つの陽性基を結合した顔料を含む改質顔料であり、分散体が
、さらに、少なくとも一つの陰性化官能基を含む分散剤を含む、請求項１７に記載の分散
体。
【請求項２８】
　陽性基が第４級アミン基であり、陰性化基がカルボン酸である、請求項２７に記載の分
散体。
【請求項２９】
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　粒子状物質が少なくとも一つの陰性基を結合した顔料を含む改質顔料であり、分散体が
、さらに、少なくとも一つの陰性化官能基を含む分散剤を含む、請求項１７に記載の分散
体。
【請求項３０】
　陰性基がカルボン酸塩の基またはスルホン酸塩の基であり、陰性化基がカルボン酸基で
ある、請求項２９に記載の分散体。
【請求項３１】
　溶媒がアルコール、エーテル、ケトン、エステル、アミド、スルホキシド、炭化水素、
またはそれらの混和性混合物である、請求項１７に記載の分散体。
【請求項３２】
　溶媒が、さらに、≦２０質量％の水を含む、請求項１７に記載の分散体。
【請求項３３】
　溶媒がモノマーである、請求項１７に記載の分散体。
【請求項３４】
　請求項１７に記載の分散体を含む塗料組成物。
【請求項３５】
　請求項１７に記載の分散体を含むインク組成物。
【請求項３６】
　インク組成物が非水性インクジェットインク組成物である、請求項３５に記載のインク
組成物。
【請求項３７】
　請求項１７に記載の分散体を含むブラックマトリクス組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、粒子状物質および溶媒を含む低粘度分散体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　顔料は、一般に、単独では液体ビヒクル中に容易に分散しない、細粒で不溶性の固形粒
子である。安定な顔料分散体を提供することができる多様な技術が開発されてきた。例え
ば、分散剤は、特定の媒体中のその分散性を改善するために顔料に添加することができる
。分散剤の例には、水溶性ポリマーおよび界面活性剤が挙げられる。
【０００３】
　分散剤の選択は、顔料の形態的および化学的性質、および顔料が中で分散されようとす
る液体ビヒクルのタイプ（樹脂または結合剤および／または溶媒）を含む多様な因子に応
じて決まる。しかし、分散剤は、多くの場合、着色および粘度などの性質に負の影響を与
えることができる。これは、特に、１０％を超える顔料などの高顔料含有（ｌｏａｄｉｎ
ｇ）であてはまる。例えば、高表面積顔料は、一般に、高レベルの分散剤なしで分散する
ことは困難であるが、しかし、こうした高レベルの分散剤は、多くの場合、分散体粘度の
許容できない増加をもたらす。従って、分散剤の量は、良好な全体特性を有する分散体組
成物を得るために用いられる成分用に調整されなければならない。
【０００４】
　改善された特性を有するインクおよび塗料などの分散性顔料組成物を提供する改質有色
顔料を含む改質顔料が、開発されてきた。例えば、米国特許第５，８５１，２８０号明細
書には、例えば有機基がジアゾニウム塩の一部である、ジアゾニウム反応を介しての結合
を含む顔料上への有機基の結合に対する方法が開示されている。得られる表面改質顔料は
、インク、インクジェットインク、塗料、トナー、プラスチック、およびゴムなどの多様
な用途において用いることができる。米国特許第５，８８５，３３５号明細書には、水性
および非水性インクおよび塗料組成物における特定レベルでイオンおよび／またはイオン
化基を結合した改質顔料の使用が記載されている。また、米国特許第５，７１３，９８８
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号明細書および第５，６９８、０９１６号明細書には、非水性インクおよび塗料中に用い
ることができる種々のタイプの結合基を有する改質顔料が記載されている。さらに、ＰＣ
Ｔ国際公報第ＷＯ０１／５１５６６号明細書には、第１化学基と第２化学基を反応させる
ことにより改質顔料を製造して、第３の化学基を結合した顔料を形成する方法が記載され
ている。第１化学基は少なくとも一つの求核電子を含み、第２化学基は少なくとも一つの
求電子物質を含み、逆も同様である。この方法は、例えば、インク組成物および、特にイ
ンクジェットインク組成物中において用いることができる高分子基を結合した改質顔料を
調製するために用いることが可能である。
【０００５】
　しかし、これらの方法は、種々のタイプの非水性組成物中に分散することができるイオ
ン性改質顔料を製造するために用いることができるが、一方で、これらの組成物が非水性
溶媒中で特に高含有（loading）レベルにおいて高粘度を有するであろうことは期待され
るであろう。これに対する理由は、顔料に結合された荷電可能基が、非水性系中で荷電す
ることは期待されないであろうし、従って、互いに相互作用し、それによって粘度を上げ
るであろうことである。こうした高粘度系は一部の用途において有用であることが可能で
あるが、一方で、より低い粘度では、一般に、例えば、それらが加工し易く、インクジェ
ット印刷、浸漬塗装などを含む多技術を用いて塗布することができる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　従って、これらの方法は結合基を有する改質顔料を含む顔料の分散体を提供するが、一
方で、顔料分散体、特に、粘度などの改善された性能特性を有し、それによって、前述の
改質顔料に対する有利な代替案を提供する高含有顔料を有するものに対する必要性が残っ
たままである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、粒子状物質および溶媒を含む分散体に関する。粒子状物質は分散体全体質量
に対して≧２５質量％の量で存在し、溶媒は≦５０の誘電率を有し、分散体は≦５０ｃＰ
の粘度を有する安定な分散体である。
【０００８】
　本発明は、さらに、粒子状物質、分散剤、および溶媒を含む分散体に関する。分散体は
、粒子状物質、分散剤、および溶媒を任意の順番で混合することにより調製することがで
きる。粒子状物質は、分散体の全体質量に対して≧１０質量％の量で存在し、溶媒は≦５
０の誘電率を有し、分散体は≦５０ｃＰの粘度を有する安定な分散体である。好ましくは
、ｉ）粒子状物質は少なくとも一つの陰性基または陰性化基を結合した顔料を含む改質顔
料であり、分散剤は少なくとも一つの陽性基または陽性化基を含むか；ｉｉ）粒子状物質
は少なくとも一つの陽性基または陽性化基を結合した顔料を含む改質顔料であり、分散剤
は少なくとも一つの陰性基または陰性化基を含むか；またはｉｉｉ）粒子状物質は少なく
とも一つの陰性基または陰性化基を結合した顔料を含む改質顔料であり、分散剤は少なく
とも一つの陰性基または陰性化基である。
【０００９】
　前述の一般説明および以下の詳細説明の両方は代表例であり、説明用のみであり、クレ
ームされるように本発明のさらなる説明を提供するように意図されていることは理解され
るべきである。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本発明は、溶媒中の粒子状物質の分散体に関する。分散体は、高含有レベルの粒子状物
質においてさえも安定であり、低粘度を有する。好ましくは、分散体の粘度は≦５０ｃＰ
であり、技術上公知の任意の方法を用いて測定することができる。
【００１１】
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　本発明の分散体中で用いられる粒子状物質は、有機、無機、または両方の組合せである
ことが可能である。例えば、粒子状物質は、ブルー、ブラック、ブラウン、シアン、グリ
ーン、ホワイト、バイオレット、マゼンタ、レッド、オレンジ、またはイエロー顔料を含
む顔料を包含する炭素質顔料および有機顔料などの、インク、および塗料業界の当業者に
より従来から用いられているあらゆるタイプの顔料であることが可能である。各種顔料の
混合物も、また、用いることができる。適する炭素質顔料の例には、グラファイト、グラ
フェン、カーボンブラック、ガラス質カーボン、カーボンファイバー、活性炭（activate
d charcoal）、活性炭（activated carbon）およびカーボンナノチューブなどのカーボン
製品が挙げられる。炭素は結晶タイプまたは非晶質タイプからなることが可能である。上
記の詳細に分類された形態は好ましい；また、異なる炭素の混合物を利用することは可能
である。
【００１２】
　炭素質顔料の代表的な例には、チャネルブラック、ファーネスブラックおよびランプブ
ラックなどの種々のカーボンブラック（顔料ブラック７）が挙げられると共に、例えば、
キャボット（Ｃａｂｏｔ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）からリーガル（Ｒｅｇａｌ）（登録
商標）、ブラックパールズ（ＢｌａｃｋＰｅａｒｌｓ）（登録商標）、エルフテックス（
Ｅｌｆｔｅｘ）（登録商標）、モナーク（Ｍｏｎａｒｃｈ）（登録商標）、ムガル（Ｍｏ
ｇｕｌ）（登録商標）、およびバルカン（Ｖｕｌｃａｎ）（登録商標）商品名で市販され
ているカーボンブラックが挙げられる（ブラックパールズ（登録商標）２０００、ブラッ
クパールズ（登録商標）１４００、ブラックパールズ（登録商標）１３００、ブラックパ
ールズ（登録商標）１１００、ブラックパールズ（登録商標）１０００、ブラックパール
ズ（登録商標）９００、ブラックパールズ（登録商標）８８０、ブラックパールズ（登録
商標）８００、ブラックパールズ（登録商標）７００、ブラックパールズ（登録商標）Ｌ
、エルフテックス（登録商標）８、モナーク（登録商標）１４００、モナーク（登録商標
）１３００、モナーク（登録商標）１１００、モナーク（登録商標）１０００、モナーク
（登録商標）９００、モナーク（登録商標）８８０、モナーク（登録商標）８００、モナ
ーク（登録商標）７００、ムガル（登録商標）Ｌ、リーガル（登録商標）３３０、リーガ
ル（登録商標）４００、バルカン（登録商標）Ｐなど）。有機着色顔料の適するクラスに
は、例えば、アントラキノン、フタロシアニンブルー、フタロシアニングリーン、ジアゾ
、モノアゾ、ピランソロン、ペリレン、複素環式イエロー、キノロノキノロン、キナクリ
ドン、および（チオ）インジゴイドが挙げられる。こうした顔料は、ＢＡＳＦ社、エンゲ
ルハード社（Ｅｎｅｌｈａｒｄ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）およびサン・ケミカル社（Ｓ
ｕｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）を含む多くの供給源から粉末または
プレスケーキ形態のいずれかで入手できる。他の適する着色顔料の例は、Ｃｏｌｏｕｒ　
Ｉｎｄｅｘ，３ｒｄ　ｅｄｉｔｉｏｎ（Ｔｈｅ　Ｓｏｃｉｅｔｙ　ｏｆ　Ｄｙｅｒｓ　ａ
ｎｄ　Ｃｏｌｏｕｒｉｓｔｓ，１９８２）に記載されている。
【００１３】
　粒子状物質は、また、表面上にイオンおよび／またはイオン化基を導入するために酸化
剤を用いて酸化されたカーボンブラックなどの炭素質材料であることが可能である。上述
の任意のカーボンブラックは用いることができる。このように調製される酸化カーボンブ
ラックなどの酸化炭素質顔料は、表面上により程度の高い酸素を含む基を有することが見
出されてきた。酸化剤には、酸素ガス、オゾン、過酸化水素などの過酸化物、ナトリウム
、カリウム、またはアンモニウム過硫酸塩、次亜塩素酸ナトリウムなどの次亜ハロゲン酸
塩、硝酸などの酸化性酸、および過マンガン酸塩、４酸化オスミウム、酸化クロム、また
は硝酸セリウムアンモニウムなどの酸化剤を含む遷移金属が挙げられるがそれらに限定さ
れない。酸素およびオゾンなどのガス状酸化物の特定の混合物としての、酸化剤の混合物
も、また、用いることが可能である。加えて、塩素化および硫酸化などの顔料表面上への
イオンまたはイオン化基を導入するために他の表面改質法を用いて調製されるカーボンブ
ラックなどの炭素質顔料も、また、用いることが可能である。
【００１４】
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　粒子状物質は、また、有機基が少なくとも一つのイオン基、少なくとも一つのイオン化
基、またはそれらの混合物を含む場合に、少なくとも一つの有機基を結合した顔料を含む
改質顔料であることが可能である。改質顔料の顔料は、上述のそれらの任意のものである
ことが可能である。好ましくは、有機基は直接結合される。改質顔料は、有機化学基が顔
料に結合することができるように、当業者に公知のあらゆる方法を用いて調製することが
可能である。例えば、改質顔料は、それらの詳細全体が本明細書において参考のため包含
される米国特許第５，５５４，７３９号明細書、第５，７０７，４３２号明細書、第５，
８３７，０４５号明細書、第５，８５１，２８０号明細書、第５，８８５，３３５号明細
書、第５，８９５，５２２号明細書、第５，９００，０２９号明細書、第５，９２２，１
１８号明細書、および第６，０４２，６４３号明細書、ＰＣＴ特許公報第ＷＯ９９／２３
１７４号明細書に記載されている方法を用いて調製することができる。こうした方法は、
例えば、ポリマーおよび／または界面活性剤を用いる分散剤タイプ法に較べて顔料上への
基の一層安定した結合を提供する。改質顔料を調製するための他の方法は、利用可能な官
能基を有する顔料を、有機基を含む試薬と反応させることを含む。こうした改質顔料は、
上に包含された参考文献中に記載される方法を用いて調製することが可能である。加えて
、官能基を含む改質カーボンブラックは、また、それらそれぞれの全体が本明細書におい
て参考のため包含される、米国特許第６，８３１，１９４号明細書および第６，６６０，
０７５号明細書、米国特許出願第２００３－０１０１９０１号明細書および米国特許出願
第２００１－００３６９９４号明細書、カナダ特許出願第２，３５１，１６２号明細書、
欧州特許出願第１３９４２２１号明細書、およびＰＣＴ特許公報第ＷＯ０４／６３２８９
号明細書により調製することが可能である。
【００１５】
　結合有機基は、特定タイプの溶媒ならびに分散体の使用目的を含む多様な因子に応じて
選択される。これは、改質顔料分散体の特性を調整することにより大きな柔軟性（フレキ
シビリティ）を可能とする。有機基は、少なくとも一つのイオン基、少なくとも一つのイ
オン化基、または少なくとも一つのイオン基および少なくとも一つのイオン化基の混合物
を含む。イオン基は陰イオンか陽イオンのいずれかであると共に、Ｎａ+、Ｋ+、Ｌｉ+、
ＮＨ4

+，ＮＲ’4
+、酢酸塩、ＮＯ3

-、ＳＯ4
-2、ＯＨ-、およびＣｌ-などの無機または有

機対イオンを含む反対荷電の対イオンに関連し、ここでＲ’が水素または、置換または非
置換アリールおよび／またはアルキル基などの有機基を表す。イオン化基は、水中のイオ
ン基を形成することができるものであり、ある程度は、添加剤が対イオンを分解するため
に用いられない限り、低極性の媒体中でのその対イオンに関連する。陰イオン化基は、陰
イオンを形成し、陽イオン化基は陽イオンを形成する。従って、有機基は有機イオン基ま
たはイオン化基である。こうした基には、その詳細内容が完全に本明細書において参考の
ため包含される米国特許第５，６９８，０１６号明細書に記載されているものが挙げられ
る。
【００１６】
　例えば、改質顔料は負荷電イオン基である少なくとも一つの陰性基を結合した顔料を含
むことが可能である。陰性基は、酸性置換基などの陰イオンを形成することができるイオ
ン化置換基を有する基から発生することが可能であるか、または、イオン化置換基の塩中
の陰イオンであることが可能である。陰イオングループの代表例には、－ＣＯＯ-、－Ｓ
Ｏ3

-、－ＯＳＯ3
-、－ＨＰＯ3

-、－ＯＰＯ3
-2、および－ＰＯ3

-2が挙げられる。陰イオン
化基の代表的な例には、－ＣＯＯＨ、－ＳＯ3Ｈ、ＰＯ3Ｈ2、－Ｒ’ＯＨ、および－ＳＯ2

ＮＨＣＯＲ’が挙げられ、ここでＲ’が水素、または置換または非置換アリールおよび／
またはアルキル基などの有機基を表す。好ましくは、結合基は、カルボン酸基、スルホン
酸基、硫酸塩の基、またはそれらの塩を含む。例えば、結合基は、ベンゼンカルボン酸基
、ベンゼンジカルボン酸基、ベンゼントリカルボン酸基、ベンゼンスルホン酸基、または
それらの塩などの有機基であることが可能である。特定の有機イオン基は、－Ｃ6Ｈ4－Ｃ
Ｏ2Ｈ、－Ｃ6Ｈ4ＳＯ3Ｈであるか、またはそれらの塩である。結合有機基は、また、これ
らの任意の置換誘導体であることが可能である。
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【００１７】
　別の例として、改質顔料は、プロトン化アミンなどの陽イオン（陽イオン化基）を形成
することができるイオン化置換基から発生することが可能である正電気を帯びた有機イオ
ン基である少なくとも一つの陽性基を結合した顔料を含むことが可能である。例えば、ア
ルキルまたはアリールアミンは酸性媒体中でプロトン化されて、Ｒ’が置換または非置換
アリールおよび／またはアルキル基などの有機基を表す、アンモニウム基－ＮＲ’2Ｈ

+を
形成することが可能である。陽性基は、また、正電気を帯びた有機イオン基であることが
可能である。例には第４級アンモニウム基（－ＮＲ’3

+）および第４級ホスホニウム基（
－ＰＲ’3

+）が挙げられる。ここで、Ｒ’は水素、または置換または非置換アリールおよ
び／またはアルキル基などの有機基を表す。好ましくは、結合基はアルキルアミン基また
はその塩またはアルキルアンモニウム基を含む。
【００１８】
　結合基の量は、溶媒および分散体の望ましい性質に応じて変わることができる。一般に
、結合有機基の量は、顔料の平方メートル表面積当り有機基約０．００１～約１０．０マ
イクロモルである（表面積は、例えば、窒素吸着により測定される）。好ましくは、結合
有機基の量は、約０．１～約５．０マイクロモル／ｍ2間、さらに好ましくは約０．１～
約４．０マイクロモル／ｍ2間、最も好ましくは約０．５～約３．０マイクロモル／ｍ2間
にある。結合量は、特定結合基に応じて変わることができ、例えば、結合基のサイズまた
はイオン基の官能基に応じて調整することができる。さらに、最善の全体性能を提供する
ため、改質顔料上に非イオン性または非帯電性基、とりわけ追加の立体安定化を提供する
ことができるものなどの１以上のタイプの結合基を有することも、また、本発明の範囲内
である。このケースにおいて、イオンまたはイオン化基の量は、好ましくは、非イオン基
の量よりも大きい（モルベースで）。
【００１９】
　改質顔料または酸化炭素質材料などの粒子状物質は、濾過、遠心分離、または二つの方
法の組合せなどの洗浄により精製して、未反応原料、副生成物塩、および他の反応不純物
を除去することが可能である。製品は、また、例えば、噴霧乾燥またはトレイ乾燥を含む
蒸発により単離することが可能であるか、または、それは当業者に公知の技術を用いて濾
過および乾燥により回収することが可能である。加えて、改質顔料または酸化炭素質材料
などの粒子状物質は精製して、それらを調製するために用いられる未反応処理剤などのあ
らゆる望ましくない遊離化学種を除去することができる。膜またはイオン交換を用いる限
外濾過／ダイアフィルトレーションの公知の技術は、粒子状物質を精製し、存在する場合
に、実質的な量の遊離イオンおよび望ましくない化学種を除去するために用いることが可
能である。また、対イオンの随意的な交換は、粒子状物質が改質顔料または酸化炭素質材
料である場合に用いることができ、それによって、改質または酸化顔料の一部を形成する
対イオンが、限外濾過、逆浸透、およびイオン交換カラムなどの公知のイオン交換技術を
利用する代替対イオン（例えば、両親媒性イオンを含む）と交換するかまたは置換するこ
とができる。交換することができる対イオンの特定例には、Ｎａ+、Ｋ+、Ｌｉ+、ＮＨ4

+

、Ｃａ2+、Ｍｇ2+、Ｃｌ-、ＮＯ3
-、ＮＯ2

-、酢酸塩、およびＢｒ-が挙げられるがそれら
に限定されない。
【００２０】
　本発明の分散体において用いられる粒子状物質は、粒子状物質を含む分散体の望ましい
性質に応じて、窒素吸着により測定される広範囲のＢＥＴ表面積を有することができる。
当業者には公知のように、より高い表面積はより小さい粒径に対応する。カーボンブラッ
クに対して、この粒径は、分散することができるカーボンブラックの最小単位である集合
体粒径である。好ましくは、粒子状物質は約１０ｍ2／ｇ～約１５００ｍ2／ｇ間、さらに
好ましくは約２０ｍ2／ｇ～約６００ｍ2／ｇ間、最も好ましくは約５０ｍ2／ｇ～約３０
０ｍ2／ｇ間のＢＥＴ表面積を有する顔料である。粒子状物質の望ましい表面積が望まし
い用途用にすぐに利用可能でない場合、粒子状物質が、必要ならば物質をより小さい粒径
に縮めるために、媒体、ボールまたはジェットミルまたは音波処理などの従来型の粉砕ま
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たは細分化技術を受けることが可能であることも、また、当業者により十分に認識されて
いる。また、粒子状物質は技術上公知の多様な粒径を有することができる。例えば、粒子
状物質は、約１０ｎｍ～約８０ｎｍおよび約１５ｎｍ～約５０ｎｍを含む約５ｎｍ～約１
００ｎｍ間の一次粒径を有する顔料であることが可能である。加えて、粒子状物質は、顔
料の構造または分岐の測定値である広範囲のジブチルフタレート吸着（ＤＢＰ）値を有す
る顔料であることが可能である。例えば、顔料は、約３０～２００ｍＬ／１００ｇおよび
約５０～１５０ｍＬ／１００ｇを含む、約２５～４００ｍＬ／１００ｇのＤＢＰ値を有す
るカーボンブラックであることが可能である。また、顔料は、約１０～１００ｍＬ／１０
０ｇおよび約２０～８０ｍＬ／１００ｇを含む、約５～１５０ｍＬ／１００ｇの油吸着値
（ＩＳＯ７８７Ｔ５に記載されているように）を有する有機着色顔料であることが可能で
ある。
【００２１】
　本発明の分散体は、さらに、≦５０の誘電率を有する少なくとも一つの溶媒を含む。適
する例には、アルコール、グリコール、エーテル（テトラヒドロフランまたはジエチルエ
ーテルなど）、ケトン（アセトンまたはメチルエチルケトンなど）、酢酸塩（酢酸エチル
など）、アミド（ジメチルホルムアミドなど）、スルホキシド（ジメチルスルホキシドな
ど）、炭化水素、エステル（プロピオン酸ブチルなど）、およびそれらの混和性混合物が
挙げられる。溶媒は、また、モノマーであることが可能である。モノマーの適する例には
、アクリレート（単官能基、２官能基、または高次官能基アクリレートなど）、メタクリ
レート（単官能基、２官能基、または高次官能基アクリレートなど）、スチレン（スチレ
ン、スチレンの置換誘導体、ジビニルベンゼン、アルファメチルスチレン、およびアルフ
ァメチルスチレンの置換誘導体）、エステル、ジオール（ヘキサンジオールなど）、エポ
キシド、ラクトン（カプロラクトンなど）、およびそれらの混和性混合物が挙げられる。
上述のものなどのモノマーおよび溶媒の混合物は、また、用いることが可能である。溶媒
は、また、さらに水を含むことが可能である。しかし、溶媒の誘電率が低いので、溶媒は
、従って、水単独でもなく、５０質量％を超える水を含む混合物でもない。従って、溶媒
は非水性溶媒であり、さらに、≦４０％、≦３０％、≦２０％、または≦１０質量％水な
どの５０質量％未満の水を含むことが可能である。
【００２２】
　本発明の分散体中に存在する粒子状物質の量は、例えば、粒子状物質のタイプおよび溶
媒のタイプに応じて変わることができる。しかし、本発明の分散体は、一般に、高含有分
散体と呼ばれる。「高い」とは、粒子状物質の量が分散体の全体質量に対して≧１０質量
％であることを意味する。例えば、粒子状物質の含有レベルは、分散体の全体質量に対し
て≧１０％、≧１５％、≧２０％、≧２５％、または≧３０質量％であることが可能であ
る。好ましくは、一部の用途に対して、分散体は≧２０％または、さらに好ましくは、≧
２５質量％粒子状物質を含む。
【００２３】
　本発明の一つの実施形態において、分散体は、さらに、粒子状物質に対する強い親和性
を有する少なくとも一つの基、および溶媒に対する強い親和性を有する少なくとも一つの
基を保持する化合物である少なくとも一つの分散剤を含む。従って、用いられる分散剤の
タイプは、粒子状物質のタイプおよび溶媒のタイプに応じて決められる。適する分散剤の
クラスの例には、ポリアルキレンオキシド（ポリエチレンオキシドまたはポリプロピレン
オキシドなど）、ポリエステル（ポリカプロラクトン、ポリバレロラクトン、ポリ（ヒド
ロキシステアリン酸）、またはポリ（ヒドロキシオレイン酸）など）、ポリカプロラクタ
ムなどのポリアミド、ポリアクリレート、ポリスチレン、および疎水性および親水性両方
の基を有するブロックコポリマーが挙げられるがそれらに限定されない。好ましい例には
、アミンまたは酸官能基を含むアミン官能化またはアミン末端ポリアルキレンオキシドま
たはアクリルポリマーなどの、これらのアミン官能化誘導体（ポリアミン、第３アミン、
または第４級アンモニウム官能化誘導体など）または酸官能化誘導体（カルボン酸または
ホスホン酸官能化誘導体など）が挙げられる。他の適する分散剤は当業者に公知である。
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分散剤は、また、溶媒中で関連構造を形成するものであることが可能である。「関連構造
」とは、逆ミセルなどの分散剤基の相互作用から生じる分散剤分子の組織的配置を意味す
る。こうした分散剤は、その臨界ミセル濃度（ＣＭＣ）を超えて溶媒に分散剤を添加し、
逆ミセルなどの関連構造が形成されたかどうかを測定することにより識別することができ
るであろう。これらの分散剤は溶媒中で関連構造を形成し、また、分散剤それ自体中に、
すなわち、粒子状物質の存在下でこうした構造を形成することが可能である。当業者に公
知の光散乱法などの技術は、溶媒中または分散体中いずれかにおいてこうした構造の存在
を検出するために用いることができる。
【００２４】
　この実施形態に対して、特定分散剤は、粒子状物質のタイプおよび分散体の望ましい全
体特性に基づき選択することができる。例えば、粒子状物質が少なくとも一つの有機基を
結合した顔料を含む改質顔料である場合、分散剤は、好ましくは、顔料に結合した有機基
のタイプ用に選択される少なくとも一つの官能基を含む。例えば、改質顔料が少なくとも
一つの陰性基または陰性化基を結合した顔料を含む場合、少なくとも一つの陽性官能基ま
たは陽性化官能基を含む分散剤が、好ましくは、本発明の分散剤を製造するために用いる
ことができることが見出されてきた。特定の組合せは、少なくとも一つのカルボン酸塩の
基または少なくとも一つのスルホン酸塩の基、および少なくとも一つのアミン基を含む分
散剤を結合した改質顔料を含む。しかし、カルボン酸基などの少なくとも一つの陰性官能
基または陰性化官能基を含む分散剤により本発明の分散体を製造することも、また、この
タイプの改質顔料に対して可能である。さらに、粒子状物質が少なくとも一つの陽性基ま
たは陽性化基を結合した顔料を含む改質顔料である場合、カルボン酸基などの少なくとも
一つの陰性官能基または陰性化官能基を含む分散剤が、好ましくは、本発明の分散体を製
造するために用いることができることが見出されてきた。結局、少なくとも一つの非イオ
ン性官能基（ポリエーテル基など）を含む分散剤が、少なくとも一つのイオン基、少なく
とも一つのイオン化基、またはそれらの混合物を結合した顔料を改質顔料が含む場合、本
発明の分散体を製造するために用いることができることも、また、見出されてきた。
【００２５】
　分散剤の量は、粒子状物質、溶媒のタイプ、および粒子状物質の含有レベルに応じて変
わることができる。一般に、分散剤量対顔料量の比率は約０．０１対１～約２．５対１間
であることができ、好ましくは、約０．１対１～約１対１間である。分散剤の使用は任意
であるが、一方で、上述のものなどの分散剤は、本発明の高含有分散体に、安定性および
低粘度などの改善された性質を付与することができる。これも、また、分散剤のレベルが
高い場合においてさえ当てはまる。
【００２６】
　従って、本明細書において記載されるように、本発明は、粒子状物質のレベルが高く、
分散体の粘度が低い場合での、任意の分散剤による粒子状物質および低誘電率溶媒を含む
分散体に関する。「分散体」とは、液相全体を通して均質に分配される、約５００ｎｍ以
下、好ましくは約３００ｎｍ以下、さらに好ましくは約２００ｎｍ以下、最も好ましくは
約１５０ｎｍ以下の平均粒径を有する細粒を含む２相系を意味する。これらの分散体は、
また、安定な分散体であることが見出されてきた。「安定な」とは、分散体の性質が経時
的に、および／または温度などの特定条件の変化により、感知できるほどに変化しないこ
とを意味する。粒子状物質の分散体は分散体のまま残存する。従って、例えば、分散体中
の粒子状物質の平均粒径は、５００ｎｍ未満、好ましくは３００ｎｍ未満、さらに好まし
くは２００ｎｍ未満、最も好ましくは１５０ｎｍ未満であることができると共に、この粒
径は、数週間にわたるなど経時的に、または約７０℃を超え、８０℃を超え、または９０
℃を超えることを含む上昇温度などの温度変化により、感知できるほどに変化しない。好
ましくは、平均粒径の変化は、１週間にわたり７０℃を超える温度で、約１０％未満であ
り、さらに好ましくは約５％未満である。これは、驚くことに、上述の高粒子状物質含有
レベルにおいてさえ当てはまる。上で検討したように、粒子状物質がカーボンブラック系
顔料である場合、粒径は集合体粒径に対応するであろう。別の例として、本発明の分散体
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は、経時的に高レベルの沈殿物を発生しない。従って、分散体の固形物レベルは本質的に
変わらないままである。固形物レベルが、室温で４週間にわたるか、または７０℃を超え
る温度で２週間にわたって約１０％を超えて、および好ましくは約５％未満しか変化しな
いことが見出されてきた。
【００２７】
　従って、驚くことに、粒子状物質の安定な高含有分散体が低誘電率溶媒（≦５０など）
中に形成することができることが見出されてきた。さらに、こうした安定な分散体が、≧
１０質量％を含む粒子状物質含有レベルが高い場合においてさえ、≦４０ｃＰ、≦３０ｃ
Ｐ、≦２０ｃＰ、およびなお≦１０ｃＰを含む≦５０ｃＰである粘度を有して形成するこ
とができることが見出されてきた。例えば、本発明の特定の好ましい分散体は、非水性溶
媒中約２０～３０質量％の粒子状物質含有で約１０ｃＰ以下の粘度を有することを見出し
てきたし、安定であることを見出してきた。これは、粒子状物質が酸化炭素質材料などの
イオン的改質粒子、または少なくとも一つのイオン基またはイオン化基を結合した顔料を
含む改質顔料である本発明の実施形態に対して特に驚くべきことである。上述のように、
顔料に結合した荷電可能基が非水性系中で荷電することは期待できないであろうから、こ
れらの組成物が、非水性溶媒中、特に高含有レベルで、高粘度を有するであろうことは期
待されるであろう。これらの顔料は、従って、互いに相互作用を行うことが期待されるで
あろうし、それによって、特に経時的に分散体の粘度を増大させる。代わりに、これらの
分散体の粘度が低く、この粘度が経時的に感知できるほどには変わらないことが見出され
てきた。さらに、本発明の分散体は、用いられる溶媒の粘度と実質的に同じものである粘
度を有する。従って、分散体の粘度は、溶媒の粘度よりも大きく、約１０％未満、好まし
くは約５％未満、さらに好ましくは１％未満であることが見出されてきた。
【００２８】
　本発明の分散体は、技術上公知の任意の方法を用いて調製することができる。好ましく
は、分散体は、粒子状物質、溶媒、および用いられる場合に分散剤を任意の順番で混合す
ることにより調製される。例えば、粒子状物質および溶媒は、攪拌により混合して安定な
分散体を製造することが可能であり、用いられる場合に、分散剤は添加することが可能で
ある。また、粒子状物質が水中で分散性である場合、粒子状物質のこの分散体の水性溶媒
は、分散体の溶媒と交換することが可能である。溶媒交換法の例には、ダイアフィルトレ
ーション／限外濾過および水性溶媒の蒸発の間の溶媒の添加が挙げられる。あるいは、分
散剤が用いられる場合、これは粒子状物質と混合することができ、得られる組合せは、次
に、溶媒と混合することができる。顔料、分散剤、および溶媒は、媒体またはボール、ま
たは他の高剪断混合装置などの技術上公知のあらゆる装置中で混合することが可能である
。種々の従来型ミリング媒体は用いることができる。本発明の分散体を形成するための他
の方法は当業者に公知である。
【００２９】
　本発明の分散体は、さらに、精製するかまたは分級して、製造過程の結果として分散体
中に共存することができる不純物および他の望ましくない遊離化学種を除去することが可
能である。例えば、分散体は、実質的に約１．０ミクロンを超えるサイズを有する粒子を
除去するために、濾過、精密濾過、または遠心分離などの分級段階にかけることができる
。分散体からの不純物の除去も、また、例えば、インク組成物、塗料組成物、またはブラ
ックマトリクスを調製するために用いられる組成物を含む種々の用途において用いられる
場合に、これら分散体の性能を改善することが可能である。
【００３０】
　従って、本発明は、さらに、本発明の分散体を含む組成物に関する。例えば、分散体は
プラスチック組成物、非水性インクまたは塗料、ゴム組成物、紙組成物および織物組成物
において用いることが可能である。特に、これらの顔料は、例えば、自動車および工業用
塗料、導電性塗料、画像化物品の調製におけるマスクまたは仮マスクを調製するための塗
料組成物、ペンキ、トナー、接着剤、および工業用インクジェット用途を含む非水性イン
クジェットインク組成物などのインクを含む非水性組成物中で用いることが可能である。
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【００３１】
　例えば、本発明は、さらに、本発明の分散体を含む非水性インクジェットインク組成物
などの非水性インク組成物に関する。用いられる分散体の量は、顔料などの粒子状物質が
、インクの性能に悪影響を与えなくて、望ましい画像品質（例えば、光学密度）を提供す
るために有効な量でインク組成物中に存在するようなあらゆる量であることができる。一
般的に、分散体は、インクの質量に対して粒子状物質が約０．１質量％、好ましくは０．
５質量％ほどに低く、約３０質量％、好ましくは２５質量％ほどに高い量で存在する。適
する添加剤は、また、分散体および得られるインク組成物の安定性を保持しながら、多く
の望ましい特性を付与するために包含することが可能である。例えば、従来型の界面活性
剤および／または分散剤、湿潤剤、乾燥促進剤、浸透剤、共溶媒、および結合剤、ならび
に技術上公知の他の添加剤は添加することが可能である。特定添加剤の量は多様な因子に
応じて変わるが、しかし、一般に、インク組成物の全体質量に対して０％～４０質量％間
の範囲にある。各種粒子状物質、ならびに本発明の分散体と粒子状物質の従来型分散体の
混合物を含む本発明の分散体の混合物を用いることも、また、本発明の範囲内である。
【００３２】
　本発明は、また、さらに、本発明の分散体を含む硬化性塗料組成物などの非水性塗料組
成物に関する。一つの実施形態において、こうした塗料組成物は、例えば、液晶ディスプ
レイデバイスのカラーフィルタにおいて用いることができるブラックマトリクス、特に以
下に詳細に説明される本発明のブラックマトリクスを調製するために用いることが可能で
ある。また、特定の材料が有機着色顔料を含む場合、塗料組成物はカラーフィルタそれ自
体を調製するために用いることが可能である。塗料組成物は、好ましくは、さらに硬化性
樹脂などの樹脂を含む。また、酢酸ブチル、エチルセロソルブ、酢酸エチルセロソルブ、
ブチルセロソルブ、酢酸ブチルセロソルブ、エチルカービトール、酢酸エチルカービトー
ル、ジエチレングリコール、シクロヘキサノン、プロピレングリコール・モノメチルエー
テル、プロピレングリコール・モノメチルエーテルアセテート、ラクテートエステル、お
よびそれらの混合物などの従来型の共溶媒は、また、添加することが可能である。例えば
、水および水溶性アルコールを含む水性溶媒も、また、添加することが可能であるが、し
かし、水の量は５０質量％未満である。
【００３３】
　硬化性樹脂は技術上公知のあらゆる樹脂であることが可能である。例えば、樹脂はエポ
キシビスフェノールＡ樹脂またはエポキシノボラック樹脂であることが可能である。樹脂
は、また、アクリル樹脂、ポリイミド樹脂、ウレタン樹脂、ポリエステル樹脂、セルロー
ス、またはゼラチンであることが可能である。樹脂は熱的に、または例えば、赤外線また
は紫外線照射などのあらゆる放射源により硬化することが可能であるものである。従って
、硬化性塗料組成物は感光性である（すなわち、照射により硬化することが可能である）
か、または感熱性（すなわち、加熱などの温度を変えることにより硬化することが可能で
ある）であることが可能である。樹脂が照射により硬化性である場合に、硬化性塗料組成
物は、さらに、それぞれの顔料による光吸収の際にラジカルを発生する光開始剤を含むこ
とが可能である。また、アクリレート、メタクリレート、エポキシド、またはスチレン系
などのモノマーは含むことが可能である。
【００３４】
　硬化性塗料組成物は最小の追加成分（添加剤および／または共溶媒）および加工段階に
より形成することができる。しかし、界面活性剤および共溶媒などの添加剤も、また、含
むことが可能である。例えば、エポキシビスフェノールＡまたはエポキシノボラックなど
の感光性樹脂が用いられる場合に、光開始剤も、また、加えることができる。モノマーお
よび／またはオリゴマーも、また、添加することが可能である。
【００３５】
　塗料組成物は、例えば、液晶ディスプレイデバイスにおけるカラーフィルタ用に用いる
ことができるブラックマトリクスを調製するために用いることができる。従って、本発明
は、さらに、本発明の分散体を含むブラックマトリクス組成物に関する。ブラックマトリ
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クスは技術上公知のあらゆる方法を用いて形成することができる。例えば、ブラックマト
リクスは、改質顔料を含むブラックマトリクス組成物を基材上に塗布し、得られる硬化性
塗料をイメージ通りに硬化し、現像し、硬化塗料を乾燥することにより形成することが可
能である。
【００３６】
　本発明は、それ自体代表的な例であるように意図されている以下の実施例により、さら
に明快にされる。
【実施例】
【００３７】
　実施例１～１３は本発明の分散体の調製を説明する。
実施例１：
【００３８】
　２０．０ｇの改質着色顔料（Ｃａｂ－Ｏ－Ｊｅｔ（登録商標）２５０Ｃ着色顔料分散体
を乾燥することにより調製される、キャボット（Ｃａｂｏｔ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）
から市販されているスルホン酸塩の基を結合したシアン顔料を含む改質顔料の水性分散体
）、６ｇのディスパービク（Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ）ＢＹＫ１６３（ＢＹＫケミエ（Ｃｈｅ
ｍｉｅ）から市販されているアミン官能化分散剤）、１３ｇのジョンクリル（Ｊｏｎｃｒ
ｙｌ）６１１（ジョンソン・ポリマー（Ｊｏｈｎｓｏｎ　Ｐｏｌｙｍｅｒ，Ｉｎｃ．）か
ら市販されているアクリルコポリマー）、および溶媒としての６１ｇの酢酸ブチルを計量
して容器中に入れた。これに２ｍｍガラスビーズを加え、およびスカンデックス（Ｓｋａ
ｎｄｅｘ）ミキサーを用いて混合することにより分散体を調製した。ペイント濾過器を用
いてガラスビーズを除去した。分散体の粘度（２０％顔料含有）は、ブルックフィールド
粘度計（スピンドル０００）を用いて測定し、１００ＲＰＭで５．４ｃＰであると認めら
れた。分散体中で粒子状物質の平均体積粒径（ｍＶ）を、マイクロトラック（Ｍｉｃｒｏ
ｔｒａｃ）（登録商標）粒径分析器を用いて測定し、０．６７μｍであると認められた。
アクリルコポリマーを含むこの分散体は、非水性塗料組成物として用いることができた。
実施例２：
【００３９】
　１５．０ｇの改質着色顔料（Ｃａｂ－Ｏ－Ｊｅｔ（登録商標）２５０Ｃ着色顔料分散体
を乾燥することにより調製される、キャボットから市販されているスルホン酸塩の基を結
合したシアン顔料を含む改質顔料の水性分散体）、６ｇのディスパービクＢＹＫ１６３（
ＢＹＫケミエから市販されているアミン官能化分散剤）、１５ｇのジョンクリル６１１（
ジョンソン・ポリマーから市販されているアクリルコポリマー）、および溶媒としての６
４ｇの酢酸ブチルを計量して容器中に入れた。これに２ｍｍガラスビーズを加え、および
スカンデックスミキサーを用いて混合することにより分散体を調製した。ペイント濾過器
を用いてガラスビーズを除去した。分散体の粘度（１５％顔料含有）は、ブルックフィー
ルド粘度計（スピンドル０００）を用いて測定し、１００ＲＰＭで７．２ｃＰであると認
められた。分散体中で粒子状物質の平均体積粒径（ｍＶ）を、マイクロトラック（登録商
標）粒径分析器を用いて測定し、０．１７μｍであると認められた。アクリルコポリマー
を含むこの分散体は、非水性塗料組成物として用いることができた。
実施例３：　
【００４０】
　１５．０ｇの改質着色顔料（２．４ｍモル／ｇのスルファニル酸、亜硝酸ナトリウムの
化学量論量、および顔料レッド２５４を用い、
得られる水性改質顔料分散体のｐＨを、水酸化ナトリウムを添加することにより８～１０
に調整し、分散体をふいて乾かして調製される）、６ｇのディスパービクＢＹＫ１６３（
ＢＹＫケミエから市販されているアミン官能化分散剤）、１５ｇのジョンクリル６１１（
ジョンソン・ポリマーから市販されているアクリルコポリマー）、および溶媒としての６
４ｇの酢酸ブチルを計量して容器中に入れた。これに２ｍｍガラスビーズを加え、および
スカンデックスミキサーを用いて混合することにより分散体を調製した。ペイント濾過器
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を用いてガラスビーズを除去した。分散体の粘度（１５％顔料含有）は、ブルックフィー
ルド粘度計（スピンドル０００）を用いて測定し、１００ＲＰＭで１．７ｃＰであると認
められた。分散体中で粒子状物質の平均体積粒径（ｍＶ）を、マイクロトラック（登録商
標）粒径分析器を用いて測定し、０．１９μｍであると認められた。アクリルコポリマー
を含むこの分散体は、非水性塗料組成物として用いることができた。
実施例４：
【００４１】
　１５．０ｇの改質着色顔料（Ｃａｂ－Ｏ－Ｊｅｔ（登録商標）５５４Ｂ着色顔料分散体
を乾燥することにより調製される、キャボットから市販されているスルホン酸塩の基を結
合したバイオレット顔料を含む改質顔料の水性分散体）、６ｇのディスパービクＢＹＫ１
６３（ＢＹＫケミエから市販されているアミン官能化分散剤）、１５ｇのジョンクリル６
１１（ジョンソン・ポリマーから市販されているアクリルコポリマー）、および溶媒とし
ての６４ｇの酢酸ブチルを計量して容器中に入れた。これに２ｍｍガラスビーズを加え、
およびスカンデックスミキサーを用いて混合することにより分散体を調製した。ペイント
濾過器を用いてガラスビーズを除去した。分散体の粘度（１５％顔料含有）は、ブルック
フィールド粘度計（スピンドル０００）を用いて測定し、１００ＲＰＭで１．５ｃＰであ
ると認められた。分散体中で粒子状物質の平均体積粒径（ｍＶ）を、マイクロトラック（
登録商標）粒径分析器を用いて測定し、０．２３μｍであると認められた。アクリルコポ
リマーを含むこの分散体は、非水性塗料組成物として用いることができた。
実施例５：
【００４２】
　スルホン酸塩の基を結合したカーボンブラックを含む２８．８ｇの改質顔料（６μモル
／ｍ2のスルファニル酸、亜硝酸ナトリウムの化学量論量、およびリーガル（登録商標）
２５０カーボンブラックを用い、得られる水性改質顔料分散体のｐＨを、水酸化ナトリウ
ムを添加することにより８～１０に調整し、分散体をふいて乾かして調製される）、１５
．０ｇのゾルスパース（Ｓｏｌｓｐｅｒｓｅ）３２５００（ノベオン（Ｎｏｖｅｏｎ）か
ら市販されているアミン官能化分散剤）、溶媒としての９４ｇのダウアノール（Ｄｏｗａ
ｎｏｌ）ＰＭ（ダウ（Ｄｏｗ）から市販されている）、７．５ｇのジアクリル酸トリ（プ
ロピレングリコール）、および１５ｇのトリアクリル酸ペンタエリスリトールを計量して
容器中に入れた。これに２ｍｍガラスビーズを加え、およびスカンデックスミキサーを用
いて混合することにより分散体を調製した。ペイント濾過器を用いてガラスビーズを除去
した。分散体の粘度（１８％顔料含有）は、ブルックフィールド粘度計（スピンドル１８
）を用いて測定し、１００ＲＰＭで６．４８ｃＰであると認められた。分散体中で粒子状
物質の平均体積粒径（ｍＶ）を、マイクロトラック（登録商標）粒径分析器を用いて測定
し、０．０７４μｍであると認められた。硬化性モノマーを含むこの分散体は、工業用イ
ンクジェット印刷用の硬化性インク組成物として用いることができた。
実施例６：
【００４３】
　スルホン酸塩の基を結合したカーボンブラックを含む８．８ｇの改質顔料（６μモル／
ｍ2のスルファニル酸、亜硝酸ナトリウムの化学量論量、およびリーガル（登録商標）３
３０カーボンブラックを用い、得られる水性改質顔料分散体のｐＨを、水酸化ナトリウム
を添加することにより８～１０に調整し、分散体をふいて乾かして調製される）、４．５
ｇのゾルスパース３２５００（ノベオンから市販されているアミン官能化分散剤）、溶媒
としての２８．９ｇのダウアノールＰＭ（ダウから市販されている）、２．３ｇのジアク
リル酸トリ（プロピレングリコール）、および４．５ｇのトリアクリル酸ペンタエリスリ
トールを計量して容器中に入れた。これに２ｍｍガラスビーズを加え、およびスカンデッ
クスミキサーを用いて混合することにより分散体を調製した。ペイント濾過器を用いてガ
ラスビーズを除去した。分散体の粘度（１８％顔料含有）は、ブルックフィールド粘度計
（スピンドル１８）を用いて測定し、１００ＲＰＭで６．４８ｃＰであると認められた。
分散体中で粒子状物質の平均体積粒径（ｍＶ）を、マイクロトラック（登録商標）粒径分
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析器を用いて測定し、０．０７４μｍであると認められた。硬化性モノマーを含むこの分
散体は、工業用インクジェット印刷用の硬化性インク組成物として用いることができた。
実施例７：　
【００４４】
　スルホン酸塩の基を結合したカーボンブラックを含む２０ｇの改質顔料（６μモル／ｍ
2のスルファニル酸、亜硝酸ナトリウムの化学量論量、およびリーガル（登録商標）３３
０カーボンブラックを用い、得られる水性改質顔料分散体のｐＨを、水酸化ナトリウムを
添加することにより８～１０に調整し、分散体をふいて乾かして調製される）、４ｇのゾ
ルスパース２００００（ノベオンから市販されているアミン官能化分散剤）、および溶媒
としての１００ｇのメタノールを計量して容器中に入れた。これに２ｍｍガラスビーズを
加え、およびスカンデックスミキサーを用いて混合することにより分散体を調製した。ペ
イント濾過器を用いてガラスビーズを除去した。分散体の粘度（１６％顔料含有）は、ブ
ルックフィールド粘度計（スピンドルＳ００）を用いて測定し、１００ＲＰＭで１８．０
ｃＰであると認められた。試料を５０℃で３６時間にわたり加速養生にかけ、加速養生後
の粘度は１９．０ｃＰであると認められた。
実施例８：
【００４５】
　スルホン酸塩の基を結合したカーボンブラックを含む９．９８ｇの改質顔料（６μモル
／ｍ2のスルファニル酸、亜硝酸ナトリウムの化学量論量、およびリーガル（登録商標）
２５０カーボンブラックを用い、得られる水性改質顔料分散体のｐＨを、水酸化ナトリウ
ムを添加することにより８～１０に調整し、分散体をふいて乾かして調製される）、２．
１２ｇのタージトール（Ｔｅｒｇｉｔｏｌ）Ｌ－６１（ノベオンから市販されている非イ
オン性ポリエーテルポリオール分散剤）、および溶媒としての１００ｇのメタノールを計
量して容器中に入れた。これに２ｍｍガラスビーズを加え、およびスカンデックスミキサ
ーを用いて混合することにより分散体を調製した。ペイント濾過器を用いてガラスビーズ
を除去した。分散体の粘度（９％顔料含有）は、ブルックフィールド粘度計（スピンドル
Ｓ００）を用いて測定し、１００ＲＰＭで２．５ｃＰであると認められた。エチレングリ
コール溶媒が除かれる場合に類似の特性が得られた。従って、顔料の量がこの処方で１０
％含有に増大する場合、類似の結果もまた観察されるであろうことが期待されるであろう
。
実施例９：
【００４６】
　スルホン酸塩の基を結合したカーボンブラックを含む８．８８ｇの改質顔料（６μモル
／ｍ2のスルファニル酸、亜硝酸ナトリウムの化学量論量、およびリーガル（登録商標）
２５０カーボンブラックを用い、得られる水性改質顔料分散体のｐＨを、水酸化ナトリウ
ムを添加することにより８～１０に調整し、分散体をふいて乾かして調製される）、０．
８２ｇのゾルスパース２００００（ノベオンから市販されているアミン官能化分散剤）、
および溶媒としての４０．８４ｇのメタノールおよび４９．５ｇのエチレングリコールを
計量して容器中に入れた。これに２ｍｍガラスビーズを加え、およびスカンデックスミキ
サーを用いて混合することにより分散体を調製した。ペイント濾過器を用いてガラスビー
ズを除去した。分散体中で粒子状物質（９％顔料含有）の平均体積粒径（ｍＶ）を、マイ
クロトラック（登録商標）粒径分析器を用いて測定し、０．０１５μｍであると認められ
た。試料を５０℃で３日間にわたり加速熱養生にかけ、平均体積径粒径は０．０１５μｍ
であると認められた。類似の特性はエチレングリコール溶媒が除かれる場合に得られた。
従って、顔料の量がこの処方で１０％含有に増大する場合、類似の結果もまた観察される
であろうことが期待されるであろう。
実施例１０：
【００４７】
　スルホン酸基を結合したイエロー顔料を含む２０．１ｇの改質着色顔料（Ｃａｂ－Ｏ－
Ｊｅｔ（登録商標）２７０Ｙ着色顔料分散体を乾燥することにより調製される、キャボッ
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トから市販されているスルホン酸塩の基を結合したイエロー顔料を含む改質顔料の水性分
散体）、１３．５ｇのディスパービクＢＹＫ１６３（ＢＹＫケミエから市販されているア
ミン官能化分散剤）、および溶媒としての１００ｇのプロピオン酸ｎ－ブチルを計量して
容器中に入れた。これに２ｍｍガラスビーズを加え、およびスカンデックスミキサーを用
いて混合することにより分散体を調製した。ペイント濾過器を用いてガラスビーズを除去
した。分散体の粘度（１５％顔料含有）は、ブルックフィールド粘度計（スピンドル１８
）を用いて測定し、１００ＲＰＭで１８ｃＰであると認められた。分散体中で粒子状物質
の平均体積粒径（ｍＶ）を、マイクロトラック（登録商標）粒径分析器を用いて測定し、
０．３７μｍであると認められた。試料を５０℃で３日間にわたり加速熱養生にかけ、平
均体積径粒径は０．３７μｍであると認められた。
実施例１１：
【００４８】
　カルボン酸塩の基を結合したマゼンタ顔料を含む１９．９ｇの改質着色顔料（０．７ｍ
モル／ｇのｐ－アミノ安息香酸、亜硝酸ナトリウムの化学量論量、および顔料レッド１２
２を用い、得られる水性改質顔料分散体をふいて乾かして調製される）、１３．２ｇのデ
ィスパービクＢＹＫ１６３（ＢＹＫケミエから市販されているアミン官能化分散剤）、お
よび溶媒としての１０１ｇのプロピオン酸ｎ－ブチルを計量して容器中に入れた。これに
２ｍｍガラスビーズを加え、およびスカンデックスミキサーを用いて混合することにより
分散体を調製した。ペイント濾過器を用いてガラスビーズを除去した。分散体の粘度（１
５％顔料含有）は、ブルックフィールド粘度計（スピンドル１８）を用いて測定し、６０
ＲＰＭで１１ｃＰであると認められた。
実施例１２：　
【００４９】
　１０．８ｇの改質着色顔料（Ｃａｂ－Ｏ－Ｊｅｔ（登録商標）７４０着色顔料分散体を
乾燥することにより調製される、キャボットから市販されているスルホン酸塩の基を結合
したイエロー顔料を含む改質顔料の水性分散体）、３．８ｇのアンチ－テラ（Ａｎｔｉ－
Ｔｅｒｒａ）Ｕ（ＢＹＫケミエから市販されている不飽和ポリアミンアミドおよび低級分
子酸の塩）、および溶媒としての６０ｇの１－メトキシ－２－プロパノールを計量して容
器中に入れた。これに２ｍｍガラスビーズを加え、およびスカンデックスミキサーを用い
て混合することにより分散体を調製した。ペイント濾過器を用いてガラスビーズを除去し
た。分散体の粘度（１４％顔料含有）は、ブルックフィールド粘度計（スピンドル１８）
を用いて測定し、６０ＲＰＭで１１ｃＰであると認められた。
実施例１３：
【００５０】
　スルホン酸塩の基を結合したカーボンブラックを含む３０ｇの改質顔料（６μモル／ｍ
2のスルファニル酸、亜硝酸ナトリウムの化学量論量、およびリーガル（登録商標）２５
０カーボンブラックを用い、得られる水性改質顔料分散体のｐＨを、水酸化ナトリウムを
添加することにより８～１０に調整し、分散体をふいて乾かして調製される）、１５ｇの
ディスパービク１６３（ＢＹＫケミエから市販されているアミン官能化分散剤）、および
溶媒としての５５ｇのメチルエチルケトンを計量して容器中に入れた。これに２ｍｍガラ
スビーズを加え、およびスカンデックスミキサーを用いて混合することにより分散体を調
製した。ペイント濾過器を用いてガラスビーズを除去した。分散体中で（９％顔料含有）
粒子状物質の平均体積粒径（ｍＶ）を、マイクロトラック（登録商標）粒径分析器を用い
て測定し、０．１５μｍであると認められた。試料を７０℃で７日間にわたり加速熱養生
にかけ、平均体積径粒径は０．１５μｍであると認められた。
比較実施例１：
【００５１】
　１７ｇのリーガル（登録商標）２５０カーボンブラック（キャボットから市販されてい
る）、３．０６ｇのタージトールＬ－６１（ノベオンから市販されている非イオン性ポリ
エーテルポリオール）、および溶媒としての１００ｇのエチレングリコールを計量して容
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器中に入れた。これに２ｍｍガラスビーズを加え、および混合すると、ペーストを形成し
た。従って、含有レベルは実施例１～１２のそれ（１４％顔料含有）に類似であるが、一
方で、低粘度を有する分散体は結果として全く見られなかった。
【００５２】
　本発明の好ましい実施形態のこれまでの説明は、説明および解説目的用に提供されてき
た。それは網羅的であるかまたは本発明を開示される正確な形態に限定するようには意図
されてない。修正および変形は上記教示に照らして可能であるか、または本発明の実行か
ら得られることが可能である。実施形態は、本発明の原則、および当業者が本発明を種々
の実施形態において利用することを可能とするその実際的な適用を説明するために、およ
び熟慮された特定用途に適する種々の修正により選択し、記載された。本発明の範囲がそ
れに添付されたクレームおよびそれらの同等物により定義されることは意図されている。
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